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1 総務省「労働力調査」(詳細集計)（1980-2014 年） 
2 総務省統計局「人口推計(平成 20 年 10 月 1 日現在)」 
3 少子社会の定義は内閣府「平成 16 年版 少子化社会白書（全体版）」 
4 独立行政法人労働政策研究・研修機構「平成 27 年 労働力需給の推計」pp.4-12 
http://www.jil.go.jp/press/documents/20151216.pdf（閲覧日：2016 年 12 月 17 日） 
5 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成元年-平成 24 年）によると、平成元年時点では民
間企業の部長相当、課長相当、係長相当の女性の割合は合計 7.9%であったが、すべての役職に
おいて割合は増加傾向にあり、平成 24 年時点では同割合が 27.2%と大幅に高まっている。 




























第 1 章 問題意識・現状分析 
第 1節 出産・育児期の女性の有業率 
前節では女性の就労を促進するために、政府が企業に対して女性の活用に関
する働きかけを行っていることを述べた。しかし、出産や育児を理由に離職する
女性はいまだに多い。図 2 は女性の年齢を 5 歳ごとの階級に分け、それぞれの
階級で有業率6を算出し、グラフにプロットしたものである。有業率のピークは




































参画社会の実現のためにも改善が必要である。M 字カーブが望ましくない 2 つ
目の理由としては、序論で述べたように女性を労働力として捉え、労働力不足に
直面している我が国の産業にとって働き盛りの女性が労働市場から退出してし
まうことが経済的な損失となっているからである。平成 24 年 2 月に行われた
「男女共同参画会議基本問題・影響調査専門調査会」の報告書によると、女性の
就業希望者で現在求職活動をしていない女性は平成 22 年時点で 342 万人おり、
「単純な試算によれば、342 万人の女性の力が発揮されれば、現在の労働力に
図 2 女性の年齢階級別有業率 
出所：総務省「就業構造基本調査」(詳細集計)（平成
9-24 年）より総務省作成 






対して 5%の労働力が増加し、 約 7 兆円、国内総生産（Gross Domestic Product；



















第 2節 女性の育児と仕事の両立手段(1) 保育サービス 
第 1項 保育ニーズの変化 
前節で育児と仕事を両立するための手段（以下、両立手段と記す）を複数挙げ
たが、最も重要視されているのは、保育サービスに関する政策である。保育所の






                                            
7 「男女共同参画会議基本問題・影響調査専門調査会報告書（平成 24 年 2 月）」pp.3 
http://www.gender.go.jp/kaigi/senmon/kihon/kihon_eikyou/pdf/spinv_frep_1-2.pdf（閲覧日：
2016 年 12 月 19 日） 
 
8 当該ブログ記事は「保育園落ちた日本死ね！！！」という過激な表現を用いたタイトルで話
題となり、同年 12 月にも新語流行語大賞の部門賞に選出された。 





を養育する労働者を対象に、最長 1 歳 6 か月に達するまで休暇を取ることがで














を、10 時から 14 時の 4 時間を原則として預かる施設である。それに対し、保




り、定員割れが起きている幼稚園も少なくない。図 4 に示している通り、2012 
年にベネッセ次世代育成研究室が、全国の幼稚園 7,700 施設に対して行ったア






                                            
10 厚生労働省「育児・介護休業法のあらまし―平成 29 年 1 月 1 日施行 対応―」 

















を受ける 4 時間があり、その前後に保育所として用いる利用者には合計 4 時間
の保育時間が提供される。また、2016 年から認可保育サービスとして整備が進
められている地域型保育は、1 人以上 6 人未満の未就学児を保育する家庭的保




幼稚園 保育所 認定こども園 地域型保育
管轄省庁 文部科学省 厚生労働省 厚生労働省 厚生労働省
職員資格 幼稚園教諭 保育士 幼稚園教諭・保育士 保育士・保育従事者等






















施設数 26,237施設 23,447施設 3,533施設 3,879施設

















出所：厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ（平成 28 年４月１日）」より筆者作成 
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000135392.html (閲覧日：2016年 12 月 20日) 




id=4053 (閲覧日：2016 年 12 月 21 日) 






































                                            
11 全国保育団体連絡会・保育研究所(2004)「保育白書 2004」pp.10 
出所：厚生労働省(2005-2015)「保育所関連状況取り
まとめ（平成 17-27 年４月１日）」より筆者作成 





































                                            
12 国立社会保障・人口問題研究所(2008)「第 4 回 全国家庭動向調査」pp.8 





年 12 月 21 日) 









第 4節 女性の育児と仕事の両立手段(3) 企業などの子育て支援制度 






















                                            
13 福井県(2015)「地域少子化対策検証プロジェクト（出生率向上の実現に向けて）」 
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/chiiki-shoshika/h27-11-24-siryou2.pdf (閲覧
日：2016 年 12 月 21 日)および 
福井県総務部政策統計室（2007）「出生率優良県の統計的分析 浮かび上がる『3 世代同居・共
働き』家庭」 『月刊地域づくり』財団法人地域活性化センター 
14 総務省「国勢調査」によると、30 代 40 代の有配偶男性で労働力状態が「家事」の者、すな
わち専業主夫の男性に 2000 年と 2010 年で比較すると、2000 年には全国で 7,089 人であった




(閲覧日：2016 年 12 月 22 日) 
出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」
（平成 8-26 年度）より筆者作成 
図 7 育児休業制度の規定あり事業所割合の推移 







年より政府が実施している。認定企業は 2016 年 9 月時点で「くるみんマーク」



























                                            
15 横浜市次世代育成支援関連企業懇談会(2011)「働きやすく子育てにやさしい横浜の企業づく
りについて(提言)」pp.9-11 










ban.pdf (閲覧日：2016 年 12 月 22 日) 
 

































第 2 章 先行研究とリサーチクエスチョンおよび仮説 















 高橋・伊藤(2016)は、神戸市の 20-39 歳の女性 7347 人を対象として実施され




















 最後に、Kimmel and Powell(2001)によるアメリカの研究では、月曜から金曜
の 6時から 18時の時間帯以外の時間帯に働くことを nonstandard work と定義
し、未就学児の育児をしながら nonstandard work をする女性がどのような保





たパネル調査”the Survey of Income and Program Participation”16の個票デー
タであるが、筆者はその中から 1993 年の 10 月から 1994 年の 1 月の期間に 2
グループ（1992 年パネル、1993 年パネル）が回答したデータをクロスセクショ
ンデータとして使用した。分析対象は未就学児を持つ母親であり、サンプル数は


























                                            
16 当パネル調査はアメリカの国勢調査局が 1983 年 10 月から開始した調査であり、個人に対
し 32 か月間の調査対象期間を設け、4 か月ごとに面接または電話による調査を実施している。
1983 年から毎年新たなサンプルに対して同様の手法で設問内容を改訂した調査を行っており、
途中調査が停止した期間もあるが、最新の 2014 年パネルまで、約 30 年間継続して調査を行っ
ている。Kimmel and Powell(2001)では、この中から 1992 年 2 月に追跡調査が開始されたグ
ループ（1992 年パネル）の第 6 回調査と、1993 年 2 月に追跡調査が開始されたグループ
















 以上の 3 つの仮説を検証するため、次章では本稿で分析対象とするサンプル
の抽出と分析のアプローチのしかたについて検討する。 
 
第 3 章 データおよび分析手法 







ある。本調査は 1993 年に、全国から 24 歳から 34 歳の女性 1,500 人を、層化 2
段無作為抽出法により抽出し、これをコーホート A として、それ以後は、毎年
同じ女性に対してほぼ同じ内容のアンケートを実施している。さらに、5 年ごと
に、新たに 24-30 歳未満のコーホートを追加し、コーホート A と同様の手法で
2013 年まで、調査を継続実施している。最新の 2013 年のデータも含め、本調
査に参加した女性は、24 歳から 54 歳の計 4,120 人である。調査内容は、前回調




日：2016 年 12 月 21 日） 
18 公益財団法人家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」より引用 
















未婚、正規・非正規・無職、という 3 段階で標本を分類し、各グループに 0 か
ら 9 までの数字を割り振った。なお、未就学児を持たない未婚の女性について
は、本稿の分析対象ではないため雇用形態の区別はせず、「それ以外」とした。
そして、0-9 のグループのうち、本稿では 1,2 のグループを分析対象とし、標本
を抽出した。合計標本数は 21 年間のパネルデータの合計で 4,419 である。 






図 12 分析対象の抽出 
 






ること（変数間の構造の解明）19」であり、本分析では、表 2 にまとめた 11 個
の選択肢について、それぞれその選択肢を選択したら 1、選択しなかったら 0 と
するダミー変数を作成し、それら 11 個のダミー変数を因子分析に使用した。 












                                            
19 村瀬洋一(2009)「因子分析(Factor Analysis)－変数の背後にある要因の探索－」 










表 2 因子分析の結果 
次に、因子分析の結果の共通因子 2 に基づいて、女性の会社選択の志向性に








の職種以外の職種に就く女性の 2 グループによるスコアの差の t 検定を行い、
家族形成志向が強い女性が多く在職している職種と、キャリア志向が強い女性









①給与がよい 0.519 0.387 -0.051 0.578
②休日、休暇が多い 0.548 0.467 -0.038 0.480
③拘束時間が少ない、労働時間が自由になる 0.368 0.354 -0.248 0.678
④家に近い、通勤距離が短い 0.556 0.358 -0.204 0.521
⑤転勤がない、少ない 0.406 0.058 0.539 0.542
⑥安定している、失業のおそれがない 0.550 -0.114 0.544 0.388
⑦将来発展する可能性がある 0.498 -0.412 0.211 0.538
⑧結婚・出産後も続けやすい 0.286 0.026 0.301 0.827
⑨技術が身につく 0.490 -0.514 -0.330 0.387
⑩能力が生かせる 0.519 -0.224 -0.354 0.555
⑪仕事内容に興味がある 0.584 -0.310 -0.191 0.526
18 
 
表 3 職種別スコアの差の t検定 
 
 職種別スコアの差の t 検定は、「各職種に就く女性のスコア－その職種以外の
職種に就く女性のスコア」の値を用いて行われているため、t 値が正の値であれ
ばキャリア志向が強く、負の値であれば家族形成志向が強いということになる。
したがって、表 3 の分析の結果より、t 値が正を示した「小規模の商業・工業・
サービス業」、「教員」、「管理職・専門職・技術職」、「自由業・その他」の 4 職種
を「キャリア志向タイプ」の職種、t 値が負を示した「技能・作業職」、「販売サ
ービス職」の 2 職種を「家族形成志向タイプ」の職種として定義し、第 1 段階
の分析を終了する。 















職種 職種の内容 標本数 割合 2類型の差のスコア t値




小規模＝9人以下 293 6.21 0.019 3.354
職種3 教員
小・中・高校、専修学校、各種学校、幼
稚園、保育園など 429 9.09 0.012 4.459







668 14.15 0.024 5.342
職種6 技能・作業職
工員、警察官、運転士、配達員、職
人、清掃員など 703 14.89 0.291 -5.542
職種7 販売サービス職
店員、外交員、理・美容師、調理人、
看護・歯科助手、介護職など 1,307 27.69 0.248 -5.541
職種8 自由業・その他
開業医、弁護士、著述業、宗教家、個













exp⁡(𝛽1𝑋𝑖𝑡 + 𝛽2𝑂𝑖(𝑡−1) + 𝛽3𝐶𝑖𝑘(𝑡−1))
1 + exp⁡(𝛽1𝑋𝑖𝑡 + 𝛽2𝑂𝑖(𝑡−1) + 𝛽3𝐶𝑖𝑘(𝑡−1))
⁡⁡⁡⁡ 
 
𝑃𝑖𝑗𝑡は個人 i の t 期における両立手段 j（保育サービス利用、近親者の協力、育児
休業、職種選択など）の選択確率、𝑋𝑖は個人 i 自身やその子どもおよびその家計
の属性に関する変数（年齢、最終学歴、所得、資産など）、𝑂𝑖(𝑡−1)は個人 i が t-1
期に就いている職種（キャリア志向タイプの職種または家族形成志向タイプの
職種）、𝐶𝑖𝑘(𝑡−1)は個人 i の t-1 期における両立手段 k に関する変数である。 
 本稿ではパネルデータを利用しているため、固定効果モデル、変量効果モデル、
プーリング回帰モデルの 3 つのモデルを用いて、線形回帰分析による係数の推













 表 4 は、回帰分析に用いる変数の基本統計量を示している。変数の定義とし
ては、家族形成志向タイプの職ダミーは、調査時点で家族形成志向タイプの職種
に就いていれば 1、それ以外なら 0 としている。キャリア志向タイプの職ダミー
についても同様である。子どもの年齢ダミーは、末子の未就学児の年齢によって











に高い。夫の週あたり育児時間は約 5.2 時間である。三世代同居率は 35.7%と政
府統計より 20%以上高い21。育児休業制度に関しては、31.4%の女性が現在就業
中の会社に育児休業制度があると回答した。 
表 4 分析に用いる変数の基本統計量 
  
 
第 4 章 推定結果 
第 1節 統計分析（t検定） 
 仮説 1 の検証として、前章第 2 節で用いた志向性のスコアを用いて、未就学
児を持つ働く女性とそれ以外の女性の間の差の t 検定を行った。 
                                            




変数 観測値 平均値 標準偏差 最小値 最大値
家族形成志向タイプの職ダミー 4,419 0.418 0.493 0 1
キャリア志向タイプの職ダミー 4,419 0.312 0.463 0 1
年齢 4,419 32.878 4.598 24 54
子どもの年齢ダミー（0歳） 4,419 0.128 0.334 0 1
子どもの年齢ダミー（1,2歳） 4,419 0.313 0.464 0 1
子どもの年齢ダミー（3,4歳） 4,419 0.304 0.460 0 1
子どもの年齢ダミー（5,6歳） 4,419 0.220 0.415 0 1
大卒・院卒ダミー 4,419 0.069 0.253 0 1
短大・専門・高専卒ダミー 4,419 0.151 0.358 0 1
本人の年収 4,110 4.267 1.859 0 7.496
夫の年収 4,116 5.931 0.784 0 8.243
家計の資産 4,419 3.952 2.492 0 8.987
認可保育所利用有無ダミー 4,419 0.410 0.492 0 1
認可外保育所利用有無ダミー 4,419 0.036 0.187 0 1
夫の家事育児時間（週） 4,233 5.182 4.564 0 48
三世代同居有無ダミー 4,419 0.357 0.479 0 1
















第 2節 統計分析（線形回帰分析） 
 仮説 2,3 の検証では、線形回帰分析とロジスティック回帰分析を行う。本節で
はパネル線形回帰分析を行い、プーリング回帰モデル、固定効果モデル、変量効




                                            
22 採択されなかったモデルについては、付録に掲載する。 
観測値 スコアの平均v 標準偏差
未就学児を持つ働く女性① 4,419 0.154 0.010
それ以外の女性② 32,924 0.021 0.003
帰無仮説 ： ②v - ①v ＝ 0 t値 -16.4464






















家族形成志向 キャリア志向 認可保育所 認可外保育所 三世代同居 夫育児時間 育児休業制度
b/t b/t b/t b/t b/t b/t b/t
採択されたモデル 固定効果 固定効果 固定効果 変量効果 固定効果 固定効果 固定効果
サンプル数 2442 2442 2442 2442 2442 2445 2445
-0.003 0.002 0.038 0.000 0.007 -0.055 0.027
[-1.13] [1.12] [10.53]*** [-0.40] [2.81]*** [-1.39] [8.13]***
-0.005 0.025 -0.032 -0.011 0.041 0.688 0.007
[-0.22] [1.51] [-1.02] [-0.77] [2.15]** [2.11]** [0.25]
-0.004 0.016 0.034 0.003 0.029 0.851 -0.025
[-0.25] [1.21] [1.37] [0.29] [1.87]* [3.27]*** [-1.18]
0.012 0.016 0.048 -0.002 0.015 0.242 -0.011
[0.94] [1.59] [2.50]** [-0.27] [1.29] [1.19] [-0.68]
0 0 0 0.017 0 0 0
[.] [.] [.] [1.29] [.] [.] [.]
0 0 0 0.015 0 0 0
[.] [.] [.] [1.03] [.] [.] [.]
0.008 -0.004 -0.001 0.004 0.000 -0.008 0.002
[1.54] [-0.87] [-0.13] [1.22] [0.00] [-0.10] [0.27]
-0.001 0.006 0.012 0.008 0.003 0.055 0.020
[-0.08] [0.76] [0.81] [1.39] [0.28] [0.36] [1.48]
0.002 -0.001 0.011 -0.002 -0.003 -0.030 0.001
[0.54] [-0.48] [2.24]** [-1.11] [-0.95] [-0.58] [0.22]
-0.023 0.022 -0.010 0.261 -0.004
[-1.42] [1.73]* [-0.65] [1.05] [-0.18]
0.019 -0.001 -0.021 0.537 -0.007
[0.60] [-0.03] [-0.71] [1.08] [-0.17]
0.000 -0.001 0.001 0.002 0.002 0.002
[0.30] [-1.05] [0.49] [2.81]*** [1.10] [1.04]
-0.034 0.029 0.063 -0.016 -0.009 -0.034
[-1.20] [1.30] [1.49] [-1.63] [-0.02] [-0.91]
0.013 -0.004 0.065 0.014 0.008 0.223
[0.87] [-0.34] [2.82]*** [1.62] [0.54] [0.92]
0.068 0.004 -0.013 -0.007 -0.014
[1.65]* [0.35] [-0.52] [-0.02] [-0.39]
0.142 0.033 0.023 1.884 -0.007
[2.66]*** [2.71]*** [0.69] [3.35]*** [-0.14]
0.429 0.231 -1.092 -0.032 0.111 5.703 -0.633
[4.06]*** [2.80]*** [-6.94]*** [-0.66] [1.13] [3.44]*** [-4.54]***
Prob > chi2（ハウスマン検定） 0.000 0.000 0.000 0.424 0.000 0.003 0.000
Prob > chibar2（BP検定） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000


























































家族形成志向 キャリア志向 認可保育所 認可外保育所 三世代同居 育児休業制度
b/t b/t b/t b/t b/t b/t
採択されたモデル 固定効果 変量効果 固定効果 変量効果 固定効果 固定効果
サンプル数 311 2442 783 2442 262 730
0.926 1.159 1.616 0.988 1.053 1.368
[-1.18] [2.73]*** [7.95]*** [-0.20] [1.04] [5.67]***
1.159 3.516 0.516 0.863 1.521 1.129
[0.26] [2.02]** [-1.67]* [-0.22] [0.78] [0.31]
0.909 2.460 1.154 1.576 1.197 0.688
[-0.22] [1.89]* [0.45] [1.00] [0.44] [-1.20]
1.581 1.556 1.471 1.028 1.149 0.844
[1.43] [1.12] [1.57] [0.07] [0.40] [-0.66]
1.000 2.026 1.000 0.425 1.000 1.000
[.] [1.09] [.] [-1.50] [.] [.]
1.000 1.970 1.000 1.308 1.000 1.000
[.] [10.18]*** [.] [0.39] [.] [.]
1.384 0.990 1.020 1.168 1.071 1.088
[2.24]** [-0.07] [0.21] [1.06] [0.45] [0.72]
1.197 1.173 1.061 2.361 0.893 2.156
[0.33] [0.67] [0.30] [1.77]* [-0.18] [1.60]
1.108 0.998 1.135 0.911 0.927 0.990
[0.91] [-0.02] [2.02]** [-1.15] [-0.94] [-0.15]
0.653 2.018 0.784 0.888
[-1.07] [1.77]* [-0.58] [-0.34]
1.064 1.549 0.848 1.087
[0.09] [0.53] [-0.17] [0.12]
1.022 0.974 1.006 1.100 1.035 1.002
[0.58] [-0.68] [0.20] [2.36]** [0.85] [0.06]
0.470 1.011 2.597 0.365 0.477
[-1.07] [0.02] [1.72]* [-1.84]* [-1.25]
0.875 0.734 2.738 3.141 2.229
[-0.23] [-0.64] [2.63]*** [2.55]** [1.44]
2.304 0.934 0.875 0.931
[1.46] [-0.11] [-0.20] [-0.11]
5.101 2.807 2.284 0.729





Prob > chi2（ハウスマン検定） 0.028 0.705 0.000 0.768 0.000 0.000
Prob > chibar2（LM検定） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000






























齢のみが有意水準 1%でプラスに有意な結果が得られた。本人の年齢が 1 歳上が
ると、育児休業制度のある会社に勤める確率が 1.4 倍になることが分かった。 
 
結論 考察と政策提言 
第 1節 考察 


















































 もう 1 つは、キャリア志向タイプの職種の女性は夫に育児の協力を得ている
という分析結果から、男性が育児に積極的に参加できるような施策を行うこと










第 3節 本稿の限界 
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家族形成志向 家族形成志向 キャリア志向 キャリア志向 認可保育所 認可保育所
b/t b/t b/t b/t b/t b/t
採択されたモデル プーリング 変量効果 プーリング 変量効果 プーリング 変量効果
サンプル数 2650 2650 2650 2650 2650 2650
-0.012 -0.007 0.019 0.006 0.004 0.018
[-5.29]*** [-3.11]*** [8.58]*** [3.52]*** [1.70]* [7.02]***
-0.183 -0.043 0.123 0.038 -0.092 -0.097
[-5.20]*** [-2.18]** [3.43]*** [2.50]** [-2.43]** [-3.53]***
-0.184 -0.051 0.117 0.029 -0.046 -0.031
[-7.71]*** [-3.49]*** [4.78]*** [2.57]** [-1.77]* [-1.53]
-0.047 0.002 0.059 0.015 0.035 0.018
[-2.13]** [0.16] [2.62]*** [1.61] [1.47] [1.07]
-0.040 -0.004 0.016 0.016 -0.041 -0.023
[-1.11] [-0.21] [0.44] [1.10] [-1.07] [-0.88]
-0.189 -0.225 0.279 0.256 -0.091 -0.096
[-7.76]*** [-5.07]*** [11.26]*** [6.00]*** [-3.43]*** [-2.13]**
-0.020 0.001 0.013 0.000 -0.025 0.002
[-2.91]*** [0.20] [1.84]* [-0.02] [-3.36]*** [0.25]
-0.028 -0.005 0.000 0.005 -0.054 -0.020
[-2.39]** [-0.55] [0.03] [0.69] [-4.26]*** [-1.64]
-0.028 -0.007 0.007 0.001 -0.018 -0.004
[-7.53]*** [-2.46]** [1.77]* [0.54] [-4.44]*** [-1.01]
-0.074 -0.022 0.027 0.017
[-3.99]*** [-1.57] [1.44] [1.51]
-0.121 -0.022 0.170 0.017
[-2.67]*** [-0.74] [3.69]*** [0.73]
0.001 0.001 -0.001 -0.001 0.007 0.005
[0.26] [0.52] [-0.42] [-0.69] [3.49]*** [2.33]**
0.029 0.016 -0.009 -0.005 -0.108 -0.042
[1.59] [0.74] [-0.49] [-0.26] [-5.47]*** [-1.63]
-0.160 -0.045 0.092 -0.004 0.241 0.172





1.331 0.757 -0.543 0.001 0.822 -0.098
[13.25]*** [8.56]*** [-5.30]*** [0.02] [7.42]*** [-0.84]























認可外保育所 認可外保育所 三世代同居 三世代同居 夫育児時間 夫育児時間 育児休業制度 育児休業制度
b/t b/t b/t b/t b/t b/t b/t b/t
プーリング 固定効果 プーリング 変量効果 プーリング 変量効果 プーリング 変量効果
2650 2650 2650 2650 2652 2652 2650 2650
-0.001 0.001 0.007 0.006 -0.163 -0.123 0.009 0.016
[-1.08] [0.63] [3.09]*** [2.90]*** [-7.75]*** [-5.05]*** [4.19]*** [6.74]***
-0.011 -0.012 -0.009 0.016 1.383 0.864 0.224 0.087
[-0.76] [-0.83] [-0.23] [0.89] [4.07]*** [3.17]*** [6.57]*** [3.33]***
0.002 0.007 -0.078 0.000 1.511 1.081 0.187 0.062
[0.18] [0.60] [-3.06]*** [-0.03] [6.55]*** [5.47]*** [8.10]*** [3.27]***
-0.001 -0.004 -0.036 0.005 0.671 0.381 0.007 0.006
[-0.15] [-0.46] [-1.55] [0.47] [3.16]*** [2.28]** [0.32] [0.40]
-0.007 0.000 -0.189 -0.051 0.335 0.406 0.170 0.068
[-0.45] [.] [-5.04]*** [-2.97]*** [0.98] [1.53] [4.95]*** [2.66]***
0.007 0.000 0.125 0.127 -0.521 -0.376 -0.041 0.022
[0.68] [.] [4.81]*** [2.77]*** [-2.19]** [-1.01] [-1.70]* [0.60]
0.005 0.003 -0.002 0.002 0.093 0.049 0.081 0.034
[1.59] [0.84] [-0.21] [0.36] [1.38] [0.77] [12.29]*** [5.53]***
0.013 0.004 -0.019 -0.001 0.107 0.089 0.024 0.020
[2.70]*** [0.51] [-1.53] [-0.17] [0.98] [0.79] [2.14]** [1.76]*
-0.003 -0.001 0.017 -0.001 -0.013 -0.028 0.023 0.010
[-1.68]* [-0.44] [4.26]*** [-0.55] [-0.37] [-0.74] [6.31]*** [2.83]***
-0.126 -0.028 0.751 0.596 0.108 0.054
[-6.50]*** [-2.19]** [4.25]*** [3.33]*** [6.08]*** [3.09]***
-0.220 -0.042 1.045 0.796 0.070 0.032
[-4.63]*** [-1.54] [2.43]** [2.02]** [1.59] [0.84]
0.002 0.002 -0.001 0.000 0.011 0.007
[2.05]** [1.74]* [-0.54] [0.37] [5.87]*** [4.01]***
-0.024 0.001 -0.171 -0.381 -0.039 -0.060
[-3.12]*** [0.04] [-0.96] [-1.66]* [-2.18]** [-2.67]***
0.025 0.014 -0.054 -0.005 1.259 1.061
[2.94]*** [1.11] [-2.51]** [-0.36] [6.46]*** [5.17]***
0.004 0.006 0.030 0.010 0.095 -0.087 -0.130 -0.116
[0.39] [0.30] [1.27] [0.48] [0.43] [-0.34] [-5.94]*** [-4.67]***
0.029 0.000 0.002 0.006 0.384 0.814 0.015 -0.012
[3.07]*** [0.01] [0.08] [0.25] [1.80]* [2.80]*** [0.69] [-0.42]
-0.041 -0.049 0.274 0.149 8.105 7.469 -0.690 -0.562






家族形成志向 家族形成志向 キャリア志向 キャリア志向 認可保育所 認可保育所
b/t b/t b/t b/t b/t b/t
採択されたモデル Population-Averaged 変量効果 Population-Averaged 固定効果 Population-Averaged 変量効果
サンプル数 2650 2650 2650 227 2650 2650
0.969 0.827 1.097 1.077 1.079 1.276
[-3.11]*** [-3.49]*** [8.33]*** [1.02] [6.61]*** [5.73]***
0.810 0.264 1.832 1.798 0.651 0.340
[-2.22]** [-2.52]** [3.51]*** [0.84] [-3.50]*** [-3.10]***
0.772 0.197 1.781 1.298 0.871 0.698
[-3.63]*** [-4.15]*** [4.78]*** [0.46] [-1.56] [-1.39]
0.999 0.885 1.345 1.256 1.083 1.276
[-0.02] [-0.42] [2.62]*** [0.53] [1.09] [1.15]
0.976 0.764 1.083 1.330 0.905 0.745
[-0.27] [-0.52] [0.46] [0.39] [-0.85] [-0.92]
0.351 0.009 3.510 1.000 0.672 0.203
[-4.74]*** [-6.37]*** [10.74]*** [.] [-2.04]** [-2.56]**
0.999 0.985 1.065 0.940 1.007 1.038
[-0.03] [-0.12] [1.78]* [-0.36] [0.23] [0.45]
0.973 0.862 1.007 1.360 0.914 0.761
[-0.63] [-0.59] [0.11] [0.87] [-1.69]* [-1.61]
0.963 0.770 1.035 0.797 0.982 0.973





1.003 1.020 0.974 1.020 1.049
[0.49] [0.60] [-0.60] [2.34]** [1.94]*
1.073 1.659 2.332 0.837 0.660
[0.70] [0.99] [1.08] [-1.61] [-1.18]
0.784 0.176 0.429 2.100 7.051





3.761 3401.391 0.007 0.088 0.000
[3.15]*** [3.38]*** [-9.41]*** [-4.82]*** [-4.39]***
49.112 25.898
[21.03]*** [18.46]***























認可外保育所 認可外保育所 三世代同居 三世代同居 育児休業制度 育児休業制度
b/t b/t b/t b/t b/t b/t
Population-Averaged 固定効果 Population-Averaged 変量効果 Population-Averaged 変量効果
2650 194 2650 2650 2650 2650
0.988 1.177 1.024 1.093 1.096 1.250
[-0.37] [1.36] [2.83]*** [2.09]** [7.98]*** [6.17]***
0.855 0.775 1.073 1.305 1.305 2.645
[-0.39] [-0.32] [0.94] [0.50] [2.34]** [2.81]***
1.239 1.744 1.003 0.828 1.175 1.788
[0.80] [0.88] [0.05] [-0.49] [1.87]* [2.22]**
0.988 0.929 1.022 1.017 0.984 1.027
[-0.05] [-0.14] [0.49] [0.05] [-0.23] [0.12]
0.593 0.473 0.773 0.194 1.188 2.192
[-1.33] [-1.29] [-3.43]*** [-2.68]*** [1.60] [2.24]**
1.373 1.000 1.725 693.267 1.306 1.367
[0.84] [.] [2.70]*** [8.24]*** [1.29] [0.57]
1.124 1.099 1.007 1.006 1.112 1.512
[1.23] [0.59] [0.36] [0.04] [3.50]*** [4.64]***
1.733 1.235 0.993 0.827 1.194 1.831
[1.89]* [0.29] [-0.18] [-0.74] [2.44]** [2.26]**
0.940 0.984 0.992 0.968 1.037 1.118
[-1.36] [-0.14] [-0.72] [-0.46] [2.17]** [2.23]**
0.890 0.444 1.107 1.686
[-2.10]** [-2.23]** [1.25] [2.12]**
0.844 0.335 1.082 1.670
[-1.46] [-1.34] [0.46] [0.94]
1.053 1.103 1.002 0.998 1.028 1.082
[2.30]** [1.71]* [0.40] [-0.06] [3.26]*** [3.13]***
0.569 0.867 0.769 0.427
[-1.77]* [-0.11] [-2.24]** [-2.60]***
1.929 2.125 0.986 0.964
[2.59]*** [1.26] [-0.22] [-0.08]
0.990 2.011 1.045 1.289 0.580 0.184
[-0.03] [0.48] [0.48] [0.50] [-4.22]*** [-4.49]***
1.898 1.055 1.041 1.266 0.932 0.869
[1.88]* [0.03] [0.36] [0.42] [-0.50] [-0.34]
0.001 0.230 0.000 0.003 0.000
[-3.64]*** [-4.06]*** [-4.05]*** [-9.61]*** [-8.08]***
160.294 20.155
[35.88]*** [19.32]***
